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る。例えば、中国大陸の食糧の総生産量は 1994年に 8900億斤、1995年に 9200億斤であ
った。現在約 9億の人口は農村にいるため、一人当たり消費量を 500斤で計算すれば、4500
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的に毎年一千万人ずつ農民工が増え、1996-1997 年になると、農民工は既に 8000 万人に
達した。2002年末には、農業部の統計によると、農民工は 9460万人にのぼった。 
 国家統計局の農民工統計監視調査によれば、2008 年 12 月 31日に至るまで、全国の農
民工総数は 22542万人であった 27。そのうち、ローカル郷鎮企業以外の企業に就職してい
る出稼ぎ農民工は 1億 4041万人、農民工総数の 62.3％である。ローカル郷鎮以内のロー
カル農民工は 8501万人、農民工総数の 37.7％である。出稼ぎの 1億 4041万人の農民工
を出身地で分ければ、中部、西部と東部地区からの農民工の割合はそれぞれ 37.6％、
                                                                                                                                                              
すること。 
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32.7％、29.7％である。移転先で分ければ、東部地区が 71％、中部は 13.2％、西部は 15.4％
である。また、ローカルで就職する 8501万人の農民工は主に東部に集中し、その比率は
62.1％であり、中部地区は 22.8％、西部地区は 15.1％である。 















































は 7 億 4423 万人であり、そのうち第一次から第三次の三つの産業の構成はそれぞれ
49.1％、21.6％と 29.3％である。第二次、第三次産業が受け入れた労働力は 3億 7886万
人である。農民工は主に第二次産業に集中し、その割合は 82.7％にも達している。その
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2003 年 8 月、中国労働組合第十四回代表大会の前に、中華全国総工会は「都市で仕事
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 1954年に制定された中国初の「憲法」第 90条は公民がこの権利を持つことを明文で規






































る。2005 年 3月 25 日、市十二回人民代表大会常務委員会第十九回会議は『「北京市外来
人口管理条例」の廃止に関する決定』について審議した。市人民代表大会常務委員会法制
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った時から、都市社会に「盲目流入人口」と看做される。1995 年 8月 10日、「公安部が
盲目流入人口管理を強化することに関する通知」の規定として、「合法証明書、固定住所、
正当な仕事と収入のない人は多数が盲目で働き口を求める又は流浪物乞い人である。」に
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リストラ証、失業証などを実施し、農村労働力の就業に対して、許可証明書、計画出産証
明書、一時滞在証明書など実施している。この管理方法が農村労働力が労働力市場で公平
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人数が総死亡人数の 80％以上を占める。2006年 1～4 月、全国炭鉱での死亡事故は 1093
回、1589 人が死亡したが、主に農民工である。また全国建築業界で安全生産事故が 586
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長くとも 12か月である。累計で 5年以上 10年未満の場合、失業保険金を受け取る期限は
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有利に働き、社会の安定と発展にも非常に有益である。中国は人が多くて土地が少なく、









































                                                        
187村級の三項の留保と五項の郷の統一計画案配の略称 
188 王文亮『格差大国中国』旬報社、2009年 












































                                                        
189 松雄秀雄『中国の社会制度としての都市戸籍と農村戸籍』御茶ノ水書房、2011年 


























































































































































































3、陳錫文「城郷统筹破解三農問題」『光明日報』2003年 3月 31日 
4、蔡定剣『中国憲法解釈』中国民主出版社、1996年 
5、鄧理峰・曾慧超「4都市農民工調査：希望和都市融为一体」『中国青年報』2004年 




8、傅昌波「帮助農民都市就業是政府本职工作」『人民日報』2004年 5月 14日 
9、国務院研究室課題組『中国農民工調研報告』中国言実出版社、2006年 
10、郭鯤「外来労働力条例現在廃止」『京華時報』2005年 3月 25日 
11、高柱・瀋国林・陳黎、「労務大省四川的農民工権益調査報告書」『労働者日報』2004
















年 8月 10日 





報』2009年 8月 15日 
29、李強「社会結構分析調査」2011年 9月 
30、李強「都市農民工的失業和社会補償問題」『新視野』2001年、第 5号 







37、蘇勇「W.Arthur Lewis転換点」『文滙報』2010年 3月 2日 
























59、鄭莉「非正規就業女性労働者群体権益保障」『工人日報』2010年 1月 27日 
60、周原『農民！農民！』花城出版社、2010年 
61、周批改「二元体制与“三農三化”」『湘潭大学学報』2002年 4期 
62、祖国斌「農民工工会要保障農民工的権利」『南方都市報』2004年 7月 16日 






















  103 
85、国家発展委員会「進一歩減少農民跨地区就業及在城市工作的不合理収費」2004 年 8    
月 
86、国家統計局「2008年農民工参保人数調査」2009年 3月 



















106、『北京日報』2006年 11月 11日、2004年 23日、2004年 3月 21日 
107、『半月談』2001年 3月 
108、『成都商報』2011年 2月 16日 
109、『光明日報』、2006年 3月 23日 
110、『広州日報』2001年 3月 14日 
111、『経済日報』2004年 4月 5日 
112、『人民日報』2001年 3月 1日、2003年 3月 20日、2004年 3月 6日、2004年 11月 4









































1、W.Arthur Lewis:Economic development with unlimited supplies oflabour,Manchester 
School of Economics,Vol.22 No.2,1954 
 
